
葛生文化センター警備業務委託 仕様書 

１．警備の目的 

葛生文化センターの施設、設備等に対する盗難、火災及びその他の被害を防止すると共

に、万一事故発生の場合には、被害を最小限にくい止め、以って発注者の業務の円滑な運

営に寄与するものとする。 

２．警備契約期間 

   令和８年７月１日から令和１３年６月３０日 

３．警備料金の支払条件、料金改定 

（１）警備料金は、毎月その月の分を翌月末日までに、支払うものとする。 

（２）本契約における契約料金が人件費高騰、諸機械、需用費等の値上がり、その他の経済

変動などにより適当でないとなった時、または委託業務の内容に増減が生じた時は、本

契約の期間中と言えとも、必要に応じて両者協議によりその委託料を改定することがで

きるものとする。 

４．機器の設備 

警報機器及びこれに付帯する一切の設備について受託者が設置し受託者の所有に属する。 

５．警報機器の取替 

葛生文化センターに設備した警報機器及び配線について本契約業務遂行に支障が生じ、

それが自然消耗による場合に限り、受託者の負担により補修を行うものとする。但し、増

改築等の発注者の都合により警報機器及び配線に変更が生じたときは、発注者はその取替

に必要な工事料実費を負担し、受託者がその取替工事を行うものとする。 

６．警備方法及び時間 

（１）ＮＴＴ東日本株式会社の一般電話回線利用し自動警報装置（侵入、入退館、火災）使

用による機械警備方式。 

（２）インターネット回線を利用し自動警報装置（侵入、入退館、火災）使用による機械警

備方式。 

・（１）、（２）いずれか、通信に要する価格等において、有利な方式を採用するものとする。

さらに、１週２回の不定時夜間の機動巡回警備との併用をも行うこと。なお、発注者の

依頼により巡回警備強化の必要性を認めたときは、この限りではない。 

警備時間は、原則として 

平日  １７：１５～翌日０８：３０まで 

休日  ０８：３０～翌日０８：３０まで 

７．警備区画の分類 

葛生文化センター内には、葛生地区公民館と化石館が併設されており、開館日が相違して

いる日があるため、公民館・化石館・共用部の 3つの警備区画に分類する。公民館・化石館

はそれぞれの警備区画を個別に警備開始・警備解除の操作ができるものとし、共用部は公民

館・化石館が両方とも警備開始となると連動して警備開始、いずれかが警備解除となると連

動して警備解除となる警備システムとする。 

８．警備実施時間等 

（１）警備担当時間内で、警備対象物件が無人状態にある時とする。 

（２）警備装置作動開始（セット）の信号を受けた時に始まり、警備装置作動解除（リセッ

ト）の信号を受けた時に終了する。 

（３）火災は、２４時間監視体制とする。 

９．警備任務 

（１）火災、盗難、その他警報の監視及び不良行為の拡大防止。 



（２）事故確認後における関係先への通報連絡。 

１０．異常事態発生時の措置 

（１）警報受信装置により、警報対象物に異常事態が発生したことを確認したときは基地局

から警備員を速やかに急行させ、異常事態を確認すると共に事態の拡大防止にあたる。 

（２）警備対象物件に到着した警備員は、異常事態を確認後管制センターへその状態を連絡

し、必要に応じで警察、消防等へ通報連絡を行なうと共に、これらの所轄機関と協力の

上処置が執られる。 

（３）発注者の届出のある緊急連絡先へ通報する。 

（４）発報内容が電話等で異常のない事が確認された場合は、業務終了とする。 

１１．警備装置の操作 

警報装置の作動（開始）及び停止（解除）の操作は、発注者の職員が次により行 

う。 

（１）警備開始時と終了時の取り扱い 

①警備開始時 

ア．発注者における取り扱い 

最終退出者は防災、防犯その他事故防止上必要な処置をなし、確認ランプ 

で各警報機器の作動状況の完否を確認、警備機器を操作（警戒状態に）し、 

速やかに退出する。 

イ．受託者における取り扱い 

受託者の管制センターでは、発注者の最終退出者の操作による警戒信号を 

確認し、警備を開始する。 

②警備終了時 

ア．発注者における取り扱い 

発注者の最初の出勤者は、直ちに設置してある警備機器を解除状態にする。 

イ．受託者における取り扱い 

受託者の管理センターでは、発注者の第一出勤者の操作による解除信号を 

確認し警備を終了する。 

（２）警備実施時間中における入室についての取り扱い 

発注者の職員は、氏名及び理由などを事前に受託者に連絡（事前に連絡が不可能な

場合には、入室後直ちに警備中断の申し入れ）をし、警備機器を操作した後、入室中

の警備は、発注者の責任において処理する。 

１２．報告 

受託者は、月間の警備状況報告書を、翌月、発注者に提出する。 

１３．緊急連絡先 

（１）両者は、あらかじめ緊急連絡先の名簿を提出する。 

（２）緊急連絡先に変更が生じた場合は、遅滞なく通知する。 

１４．警報装置の保守点検 

受託者は、設備された警報装置が適切に作動するよう、必要に応じ保守点検を定 

期的に行うものとする。 

１５．鍵などの預託 

警備実施に必要な鍵等は、両者相互に預託し、それぞれが厳重な取り扱いと保管をなす

ものとする。 

１６．その他 

この仕様書に定めのない特別の事項が生じた時は、その都度、両者が協議して定める。 


